
継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2101 さまざまな災害を想定した体制づくり 評価責任者・役職名 危機管理監　藤森　尚志

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

300100 総合危機管理課 0595-22-9640

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

本市が受けた被災経験や国内各地で発生した災害に加え、国や県で想定されている大災害での被害想定をもとに、伊賀市地域防災計画の見
直しにより体制の整備を行います。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

3,800
あんしん・防災ネット登録者数（人）

市民への緊急情報を伝達するツー
ルの普及

3,200
4,600 5,000

3,920

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

・職員への地域防災計画の内容周知と、各部署での職員初動
マニュアル作成、見直し及び共有を促します。
・老朽化した機器、設備を年次計画的に更新を行います。消耗
品等については従来どおり期限切れ分の入れ替えと消費分の
補充を行いながら、数量の増加に努めます。

・昨年に引き続き市地域防災計画「震災編」の見直しを行いま
す。
・三重県地域防災計画「風水害編」の見直しに伴い、市地域防
災計画の見直しを行います。
・職員対象の図上訓練を行い、初動体制や情報伝達の確認、
意識の向上を図ります。
・山崩れ予知監視システムの一部更新と市設置の雨量計更新
を行います。
・災害時に災害対策各班が有効に機能するよう体制の見直し
を行います。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
・伊賀市地域防災計画、職員初動マニュアルの策定を進めてい
ますが、平常からの危機管理意識の醸成が求められます。
・災害に備える機器・設備の維持管理、備蓄品等の配備を行っ
てきましたが、配備位置、種類、数量等について適正であるか
確認する必要があります。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
・伊賀市地域防災計画「震災編」見直しが完了しませんでした。
これに伴い、職員初動マニュアルの修正にも至りませんでし
た。
・山崩れ、地すべり監視装置に不都合が生じ、観測できない事
態が発生しました。



(続紙) 施策 2101 さまざまな災害を想定した体制づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

05 3

02 ↑

04 皆減

06

2,438

伊賀市地域防災計画推進事
業(01-02-01-19-153-54)

防災ハザードマップ作成推
進事業(01-02-01-19-153-
55)

01 ↑ 900

03 2 皆減 5,516

自主防災組織を対象に要綱に基づき活動に対する助成を行う。

災害対策基本法に基づき設置している「伊賀市防災会議」を開催し、伊賀市地域
防災計画及び伊賀市水防計画の見直しを行う。

防災マップや土砂災害ハザードマップ、洪水ハザードマップ等を作成・配布し、市
民への周知啓発を図る。

1,480

27
重
点

事務事業名

自主防災組織活性化促進事
業(01-02-01-19-153-52)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

4,996

33 344

3,675 0

135

皆減 1,815

↑

0

→ 15,856 15,217

0

0

16,4782
防災関係経費(01-02-01-
19-153-01)

↑ 3,856
防災無線本来の役割を果たすよう再整備に向けた計画を策定する。合わせて、
防災無線の機能を補完する手段や非常時における市民への有効な情報伝達手
段について検討する。

09

34,089 38,650構成事務事業　合計

国民保護法に基づき設置している「伊賀市国民保護協議会」を開催し、伊賀市国
民保護計画の修正を行う。

07

08

↑

災害が発生若しくは発生が予測されるときに、市民、観光客、他市からの来訪者
を避難所へ誘導するため、誘導標識を設置する。

災害発生時や緊急時に対応するため、災害時備蓄食料、備蓄資機材を購入し、
非常時に備える。

地域防災計画に基づく住民自治支援単位地区内にある「拠点避難所」及び災害
時に孤立する恐れのある地区に防災倉庫（保管庫）を設置し、非常時に備える。

災害対策本部の運営に必要な各種防災システムの維持管理や本部設置時にお
ける事務局運営を行う。

防災資機材整備推進事業
(01-02-01-19-153-58)

防災基盤備蓄倉庫整備推進
事業(01-02-01-19-153-59)

災害対策本部等運営経費
(01-02-01-19-153-61)

国民保護対策経費(01-02-
01-19-154-51)

1

3

1

避難所誘導標識等設置推進
事業(01-02-01-19-153-56)



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2102
災害時に援護や配慮が必要な人たちを支援する
体制づくり

評価責任者・役職名 危機管理監　藤森　尚志

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

300100 総合危機管理課 0595-22-9640

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

生後を通じた自助、共助の体制づくりを進めます。特に避難行動要支援者名簿を充実させ、それを活用した地域での防災・減災対策を推進しま
す。

現在作成している災害時要援護者名簿を避難行動要支援者名簿として位置付け、引き続き適切に更新するとともに、地域や関係機関との情
報共有及び協動により素早く安全に避難できる体制づくりを支援します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

61.0
避難行動要支援者名簿情報提供同
意率（％）

避難行動要支援者対象者に占める
関係機関等への情報提供に対する
同意者の割合

60.8
63.0 65.0

60.4

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

名簿の記載内容について検討、見直しを行うとともに、地域で
の支援体制構築に向けた取組を行います。

・名簿対象者、支援体制等を見直し、災害時要援護者避難支
援プランの改訂を行います。
・改訂後の支援プランの周知と、支援体制構築のため地域での
訓練に取り入れるよう啓発します。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
平成２３年度より、災害時の支援のため、災害時要援護者名簿
を作成し、住民自治協議会、民生委員へ配布したが、災害時の
支援には地域（隣近所）の支援が必要であり、名簿のありかた
に課題があります。また、法定事務になったことから事務分掌
の明確化が必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
・避難時要支援者名簿として作成・整備するうえで、名簿登載
者全員に登載することの確認が必要です。
・名簿を住民自治協議会、民生委員に配布してきましたが、地
域内で活用方法についての啓発が必要です。また、名簿を必
要としない地域も見受けられることから、配付する範囲につい
ても検討を行います。
・システムのハード、ソフトともにリース期間が満了することにあ
わせ、新制度に対応したものに更新を行います。
・今後、対象者が増加することや明らかに自力で避難できるで
あろう方まで登載されていることから、対象者の範囲について
検討が必要です。



(続紙) 施策 2102 災害時に援護や配慮が必要な人たちを支援する体制づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 2 →
災害救助経費(01-03-06-
01-238-51)

01 1 ↑ 1,572
災害時の避難にあたって支援が必要となる高齢者や障がい者等の要援護者を
特定し、地域において災害情報の提供や避難の手助けなどの支援を素早く安全
に行うため、個別避難支援計画の策定を行う。

・「伊賀市災害弔慰金の支給等に関する条例」に基づく

2,275

27
重
点

1

事務事業名

災害時要援護者支援対策経
費(01-02-01-19-153-63)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

2 0 503

1,572 2,778構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2103
災害時における情報収集、伝達機能を確保する
施設整備の推進

評価責任者・役職名 危機管理監　藤森　尚志

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

300100 総合危機管理課 0595-22-9640

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

孤立地区には無線が届きにくい地区も含まれるため、有効な通信手段の検討を行い、地域の協力を得て有事に対応できるよう通信手段の整
備を行います。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

50.0
孤立地区への通信手段整備率（％）

災害時孤立地区への通信設備の配
備を進める

0
100.0 100.0

41.7

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

アナログ仕様の防災無線の代替として、現在、整備している情
報発信ツールの有効活用を検討します。

・平成２７年度は残り１４の地域への無線設備を整備します。
・アナログ仕様の防災行政無線の老朽化と、情報伝達の正確
性向上のため、市内全域を対象とした防災行政無線整備計画
を策定し、計画に沿った整備を進めます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
・孤立地域の電波調査を行った後、どの通信機器が有効かを
決定し、配備を行いました。
・防災行政無線設備の維持管理に努めていますが、アナログ
仕様とデジタル仕様の施設があり、特にアナログ仕様の設備は
設置後相当の年数が経過し、機器の更新もむずかしい状況に
あります。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
・孤立地域の通信手段確保のため電波調査を行った結果、
MCA無線では通信できないポイントが２箇所あり、かつ、代替と
なる有効な通信手段が選定できませんでした。
・合併前に整備されたアナログ系の防災無線に替わる、情報発
信手段を整備する必要があります。
・局地的な豪雨や危険箇所が点在していることから、現在、整
備されている手段を含め、現在の通信環境を考慮した情報発
信手段の整備とともに、地域から情報を収集する手段が必要で
す。



(続紙) 施策 2103 災害時における情報収集、伝達機能を確保する施設整備の推進

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 2 ↑
防災行政無線（デジタル移
動系）整備推進事業(01-02-
01-19-153-62)

01 1 ↓ 33,052非常時における情報伝達手段である防災行政無線の適正管理を行う。

災害時に孤立することが想定される地区に、情報の途絶に対応するため無線機
を配備する、

23,109

27
重
点

1

事務事業名

防災行政無線維持管理経費
(01-02-01-19-153-60)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

2 4,860 5,474

37,912 28,583構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2104 消防体制の強化推進 評価責任者・役職名 消防部局　消防長　福山　康宣

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

220100 消防本部消防総務課 0595-24-9100

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

及び人員の適正配置を行うとともに、消防水利の整備と消防車両等の更新を計画的に行います。

いかなる災害にも対応できる防災の拠点としての庁舎整備や迅速かつ的確に出動、活動できるよう連絡・通信体制を確保するため、消防広域
化や通信指令室の共同運用の検討を行い、消防救急デジタル無線、高機能指令装置の整備を行うとともに、消防水利の整備と消防車両等の
更新を計画的に行います。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

69.0
消防水利の充足率（％）

耐震性貯水槽及び消火栓を計画的
に設置した充足率

68.6
69.5 70.0

69.0

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

　多様化する住民ニーズと人口減少により、消防署所の再配置
を広域消防も視野に入れ、効果的・効率的な研究・検討を進め
ます。
・消防救急無線デジタル化は、新庁舎整備の遅れにより現在の
庁舎で整備を行い、新庁舎完成後に移設します。

・車両の更新は、現状と経年数を鑑みローリングを視野に行い
ます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
消防本部庁舎新築工事に伴う、消防救急無線デジタル化によ
る新システムの整備及び、災害用車両（消防ポンプ自動車・救
急車・特殊車両）等の計画的な更新配備、併せて消防水利の
未充足地域への新設・更新配備を実施しました。
　常備消防の消防力に直接及ぼす消防業務遂行のため現場
用品の購入・各種機器の点検を実施しました。
　今後は、平成30年4月1日を目途に広域消防の協議を推進す
る必要があります。
・現場作業用品等の購入については、経年劣化等により早急
に更新配備が必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
･消防水利の充足率向上のため、耐震性防火水槽５基を整備し
ました。
・新庁舎の実施設計が完了しました。
・消防救急デジタル無線については入札し３月に本契約を交わ
しました。
･救助工作車と高規格救急車を更新配備しました。



(続紙) 施策 2104 消防体制の強化推進

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

05 1

02 2 皆減

04 3 ↑

210,427

国補消防施設整備事業(01-
09-01-03-398-51)

水防経費(01-09-01-04-
401-01)

01 → 83,200

03 ↓ 221

消防本部・署庁舎に係る経常経費や、消防業務遂行のための現場作業用品の
購入経費、各種機器の点検整備に要する経費。

消防車両等の更新整備に伴う経費。

水防活動時に使用する資機材を確保する。

80,793

27
重
点

3

事務事業名

常備消防一般管理経費(01-
09-01-01-393-01)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

1,382,738

156,027 0

7,126 177,483

211

457,001 1,641,225構成事務事業　合計

↑

消防救急無線デジタル化に要する経費。

消防本部庁舎新築工事に要する経費。
消防本部新庁舎整備事業
(01-09-01-03-399-54)

1

2

消防救急無線デジタル化事
業(01-09-01-03-398-55)



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2105 救急・救助体制の強化 評価責任者・役職名 消防部局　消防長　福山　康宣

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

220300 消防本部消防救急課 0595-24-9115

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

ントロール 体制の整備を図ります。

救急救命士の育成を年次的に進め、メディカルコントロール整備を図るとともに、救命講習を市民や事業所に対し普及推進します。また、救助
車両の整備や救助資機材の増強、隊員の専門知識の取得・育成に努め、県内、隣県との連携を図り、多様化する災害に迅速かつ的確に対応
できるように努めます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

38
救急救命士数（人）

救急救命士資格取得者の採用及び
救急救命士資格取得研修への派遣

31
40 42

36

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

　救急業務の高度化を推進し迅速な対応ができるよう、三輪番
病院をはじめとする医療機関との連携を強化します。

・救急救命士は消防職員からの資格取得と併せて職員採用時
に救急救命士枠を設け採用に努めます。

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
・消防職務の遂行に必要な専門教育を充実させ、その能力を発
揮できる若い職員の人材育成と、救急救命士資格取得研修及
び資格取得者の採用を行いました。
　豊富な知識等を兼ね備えた職員の退職が見込まれる中、特
に救急救命士有資格者の研修は計画的な対応（受入機関の確
保）などが必要です。
・救急隊員及び救急救命士の病院研修では医療機関の充実が
必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
救急体制の充実強化のため、2名を救命士研修所へ派遣し資
格取得また、26年度新規採用者で救命士枠3名と一般枠採用
後2名が資格取得し合計7名の増員となりました。今後も、救急
体制の充実強化について、救急救命士の養成と救急隊員の教
育訓練を行い、医療機関等との連携により、救急隊に対する指
示、指導、検証、教育体制を強化して救命率の向上に努めま
す。



(続紙) 施策 2105 救急・救助体制の強化

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 2 →
救急活動関係経費(01-09-
01-01-666-51)

01 1 ↓ 14,528
救急救命士養成経費や消防大学及び消防学校へ入校し専門的知識、技術を身
に付けるための経費。

救急業務に係る経常経費や、救急装備品購入に要する経費。

10,346

27
重
点

1

事務事業名

消防職員研修経費(01-09-
01-01-395-51)

H26
決算見

込

H27
予算

事業概要

2 11,319 11,129

25,847 21,475構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2106 非常備消防体制の充実強化 評価責任者・役職名 消防部局　消防長　福山　康宣

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

220300 消防本部消防救急課 0595-24-9115

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

啓発活動を進められるよう女性団員の確保を推進します。

各種災害活動に対応するため、消防団員に対する教育訓練の推進、処遇改善、施設資機材の整備を図るとともに、活動意欲を喚起する体制
づくりを進めます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

1,480
消防団員の確保（人）

消防機械器具整備とともに、基本団
員・支援団員の入団促進を図り定数
1,510名の団員を確保する。

1,473
1,490 1,510

1,476

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

　「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」
の施行により、地域防災力の向上を図るため消防団員の装備
品や資機材を計画的に整備するとともに、消防団員の入団促
進を推進します。

防災基盤整備事業
地域防災力の向上を図るため、消防団の小型動力ポンプ及び
装備品を更新配備します。

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
消防団の各種教育訓練、女性消防団員の登用等、地域防災の
中核である消防団員の重要性を広く啓発しました。取組内容と
しては火災及び風水害等の自然災害活動と警察要請による捜
索活動にも従事しています。
　今後は、即時大量動員等の特性を活かした各種災害への対
応と、災害防除の広報活動等により市民の安全・安心を守る活
動を実施します。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
 地域防災力の向上を図るため、消防団装備品として、携帯型
投光器、救命胴衣、メガフォン及び発電機等を装備しました。
また、消防団員確保のため、各種催会等に参加し、消防団員
入団促進を図りました。
　消防団員確保としては、平成26年度目標にわずかに達しませ
んでしたが、平成28年度までには、目標定数に達するよう、さら
に入団促進に努める必要があります。



(続紙) 施策 2106 非常備消防体制の充実強化

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 3 皆減

04 ↓

消防操法大会出場経費(01-
09-01-02-397-51)

防災基盤整備事業(01-09-
01-03-398-52)

01 1 ↑ 152,577

03 2 ↑ 5,465

地域の安全・安心を守るため、市民で構成される消防団の管理運営にかかる経
費

消防操法大会は、総務省消防庁が定める「消防操法の基準」に基づく火災消火
を想定した基本操作の訓練で、２年に１度全国大会が開催され、「消防団の甲子
園」と言われている。三重県大会で優勝し、全国大会へ出場することを目指す。

消防団の小型動力ポンプを更新配備

164,355

27
重
点

1

事務事業名

消防団本部管理経費(01-
09-01-02-397-01)

H26
決算見

込

H27
予算

事業概要

3

2,554 0

33,347 12,566

12,166

193,943 189,087構成事務事業　合計

防火水槽や消防ホース乾燥柱等の更新整備に伴う経費2
市単消防施設整備事業(01-
09-01-03-398-53)



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2107 交通事故ゼロをめざした取り組みの推進 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

100100
人権生活環境部市民
生活課

0595-22-9638

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

ていただくため、関係機関や団体と連携しながら、市民ぐるみで交通安全対策を推進します。

事故遭遇率が高い高齢者を対象に、交通安全ルールの遵守や交通マナー向上などの交通安全教育の推進や啓発の充実を図ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

45
交通安全教室参加者数（人） 教室の参加人数 28

45 45

19

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

高齢者の交通安全教室の開催内容を見直すとともに、子ども
の見守り活動も含め、地域での交通安全の取り組みにつなが
るよう、住民自治協議会との連携を検討します。

高齢者の交通安全教室の参加者が少ないことから、子どもの
見守り活動も含め、地域での交通安全の取り組みにつながる
よう、出前講座を実施します。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
市民の交通安全意識の高揚と交通マナーの向上を図るため交
通安全期間中の啓発活動や高齢者の交通安全教室、交通事
故相談などを実施しました。特に、高齢者の交通事故死者数が
全体の約半数を占めるところから高齢者を事故から守る取り組
みが必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
市民の交通安全意識の高揚と交通マナーの向上を図るため、
交通安全期間中の啓発活動を実施しました。また、高齢者の交
通事故死亡者数が多いことから、高齢者を対象とした交通安全
教室を開催しました。



(続紙) 施策 2107 交通事故ゼロをめざした取り組みの推進

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

01 1 ↑ 5,016
交通安全運動期間における啓発活動をはじめとした各事業を関係行政機関や地
域団体等と協働により実施する。伊賀鉄道等の市設置の駅前駐輪場の管理及
び放置自転車等の撤去の実施。月１回の交通事故相談の実施。

5,408

27
重
点

1

事務事業名

交通安全対策経費(01-02-
01-15-148-51)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

5,016 5,408構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2108 消費者被害防止のための啓発等の充実 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

100100
人権生活環境部市民
生活課

0595-22-9638

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

談体制の充実を図ります。

相談スキルの向上に努めます。

悪質商法による被害の未然防止と拡大防止のため、相談者に対し必要な情報提供を行うとともに、出前講座実施などの啓発活動の充実を図り
ます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

200
消費生活相談件数（件） 窓口及び電話による相談 324

200 270

337

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

悪徳商法に対する正しい知識や必要な情報を提供するため相
談しやすい窓口対応に努めるとともに、出前講座等を積極的に
行います。また、振り込め詐欺などの犯罪行為に対しては警察
等関係機関と連携し、迅速な対応や市民への注意喚起や周知
に努めます。

悪徳商法やクレジットなどの消費者相談は増加傾向にあるた
め、更なる広報活動と出前講座等を実施します。また、若者の
ネットトラブルを未然に防ぐため、学校での出前講座など啓発
に努めます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
悪徳商法を撲滅するため広報活動や出前講座を実施しまし
た。しかし、悪質巧妙化する犯罪を通じて悪徳業者を絶対許さ
ない姿勢が必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
消費者に正しい知識や情報を提供するため、広報活動や出前
講座を実施しました。また、スマートフォンの普及による若年層
のネットトラブルも多発しているため、学校への出前講座も実施
しました。



(続紙) 施策 2108 消費者被害防止のための啓発等の充実

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

01 1 ↑ 1,712
消費生活相談員による窓口を設置し、消費者トラブルや多重債務相談等を行う。
消費者トラブルを未然に防ぐため、出前講座の実施、リーフレットやチラシによる
広報、啓発を行う。

2,400

27
重
点

1

事務事業名

消費者行政事務経費(01-
02-01-20-159-01)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

1,712 2,400構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2109 河川環境の保全・整備 評価責任者・役職名 建設部　部長　北山　太加視

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

190500 建設部建設１課 0595-43-2323

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

健全な水環境の構築に向けて、国・県との連携を図り水系全体としての取り組みを進めるなかで、川の水質や水生生物等の生態系にも配慮し
ながら危険箇所を中心に河川改修を進め、人びとの暮らしに密接なかかわりを持つ河川空間の保全・整備を図ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

9
浚渫実施箇所数

2013（平成２５）年度からの河川の
浚渫工事実施総箇所数

5
11 20

9

21

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

・臨時河川等整備事業では、H25で里川の河川改修を終え約４
千万円程度の予算の圧縮に繋げました。
・河川の浚渫については、緊急性を判断し水質や生態系にも配
慮して計画的に掘削工事に取り組みます。また、河川内に繁茂
する葦等の草刈については燃料費支給等の制度をさらに周知
して、協力自治会の拡大に取り組みます。
・調整池管理については、適正な委託業務となるよう、業務内
容と所要経費の点検に取り組みます。

・臨時河川等整備事業では、河川の浚渫工事について、洪水
による氾濫防止のため重点的に取り組みます。また、工事の
際、一時的に濁水が発生するため、水生生物等の生息環境を
考慮して沈砂地を設けるなどの対策を組合わせて、濁水の発
生防止と水質等を守り工事を進めます。
・調整池管理業務では、適期に草刈作業を行えるよう作業計画
を立てるなどして、ゴミの不法投棄が施設周辺で発生しないよ
う実施します。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
・調整池管理業務では、賠償責任保険に加入するとともに、外
周フェンスの巡視や草刈作業等を委託し保全・管理に努めまし
た。
・河川の維持管理では、河川沿いの自治会の協力を得て草刈
作業委託と同燃料費の支給を行いました。
・臨時河川等整備事業では、河川浚渫要望箇所について、緊
急性を判断し河川の掘削工事を行いました。

（課題）
効率的な河川の掘削工事を進めるともに、河川内に繁茂した葦
等の刈取りは土砂堆積の減少にも繋がるので、引き続き地元
自治会の協力を得ることが必要です。また、調整池の管理では
委託内容と所要経費を点検することが必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
・調整池管理業務では、施設周辺の草刈作業や外周フェンス
の点検・修理を行いながら、施設の機能維持と転落防止等事
故防止を図ることができました。
・河川環境では、河川内の草刈作業を周辺自治会の協力を得
て維持管理に努めるとともに、洪水防止のため河川内に堆積
する土砂浚渫について、緊急性等を判断して、４河川で浚渫工
事を行うことができました。今後は、草刈協力自治会の拡大と
浚渫工事においては、土砂捨場を工事区間の近隣地で確保す
るよう努める必要があります。



(続紙) 施策 2109 河川環境の保全・整備

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 3 ↓

04 1 ↓

河川維持経費(01-08-03-
03-355-04)

調整池管理業務経費(01-
08-03-03-355-05)

01 2 ↑ 1,810

03 2 ↑ 2,718

青山工業団地調整池敷地の草刈（年１回）

河川の草刈業務の自治会委託にかかる燃料費支給・地区委託料等経費
１５地区

大沢調整池ほか工業団地、住宅団地調整池の巡視点検、草刈、清掃等委託
（上野７ヶ所、阿山１ヶ所、大山田２ヶ所、青山１箇所の合計１１ヶ所）

1,922

27
重
点

2

事務事業名

青山工業団地調整池管理業
務経費(01-08-03-03-355-
03)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

3

2

107 103

12,942 8,543

3,192

17,577 13,760構成事務事業　合計

洪水による氾濫防止や河川環境の保全を図る。
土砂浚渫等工事費、河川等改修工事費
　２河川、３００ｍ

1
臨時河川等整備事業(01-
08-03-03-632-51)


